
資料３ 

朝霞市地域福祉を推進する庁内検討委員会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の規定に基づく朝

霞市地域福祉計画（以下「計画」という。）を策定し、及びその計画に基づく

地域福祉の総合的かつ一体的な推進を図るため、朝霞市地域福祉を推進する

庁内検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１）計画の策定又は変更に関すること。 

（２）計画の進捗状況の確認及び評価に関すること。 

 （３）前２号に掲げるもののほか、地域福祉の推進に関すること。 

 （組織） 

第３条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は福祉部長、副委員長はこども・健康部長をもって充てる。 

３ 委員は、別表に掲げる職員をもって充てる。 

 （委員長） 

第４条 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代

理する。 

 （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員が会議に出席できないときは、当該委員が指名した職員が、当該委員

に代わって会議に出席するものとする。 

３ 委員長は、委員会の運営上必要があると認められるときは、関係者の出席

を求め意見を聞くことができる。 

（報告） 

第６条 委員長は、会議における検討結果を、必要に応じて市長へ報告する。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉部福祉相談課において処理する。 

 



 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長

が委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （朝霞市地域福祉計画策定庁内検討委員会設置要綱の廃止） 

２ 朝霞市地域福祉計画策定庁内検討委員会設置要綱（平成３０年３月２８日 

要綱第３８号）は、廃止する。 



 

別表（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 政策企画課長 

危機管理室長 

地域づくり支援課長 

福祉相談課長 

生活援護課長 

障害福祉課長 

長寿はつらつ課長 

こども未来課長 

保育課長 

健康づくり課長 

保険年金課長 

まちづくり推進課長 

開発建築課長 

教育指導課長 

生涯学習・スポーツ課長 


